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第 5編 その他資料 

第 1章 水道防護基準 

（１）水道管に接近または交差して工事を行うときの注意事項 

 ① 施工前における注意事項 

  ア 水道管に接近または交差して工事を行うときは、必ず事前に企業団と協議のうえ施工すること。 

        イ 企業団職員が施工の立合いを指示したときは、（一財）愛知中部水道企業団水道サービス協会（以

下「サービス協会」という。）と必ず立会いのうえ施工すること。 

  ウ 事前協議や立会いを求めずに施工した場合は、埋設管の保安上、その管に対する保護状態を確認す 

る必要があるので、当該場所の再度掘削を求めることがある。 

 ② 施工時における注意事項 

  ア 試掘 

  （ア）施工前の協議及び調査で埋設管の状態が判明しないとき、または試掘の指示を受けたときは必 

ず試掘を行い、管を確認したうえで施工すること。 

  （イ）試掘は、「人力堀」で管の上端から管径の１／２以上掘下げて確認すること。 

  （ウ）水道管は、必ずしも直線的に布設されていないので少数箇所の試掘による「見込試掘」をしな 

いこと。 

  イ 舗装及び障害物の破砕 

    水道管から水平距離 1.5ｍ以内では、管に衝撃を与えるドロップハンマー等を使用しないこと。 

    ウ 掘削 

   （ア）水道管から 0.5ｍ以内で掘削するときは、「人力堀」を原則とする。 

   （イ）掘削工事中に管の継手が露出したり、附近にある場合は、漏水防止金具等の取付けを施工し、 

事後の漏水発生を防止すること。 

  エ 杭、矢板等の打抜 

    （ア）水道管と杭、矢板等の距離は維持管理に必要な離隔を確保するとともに、施工に際してはサー

ビス協会と立会うこと。 

   （イ）杭、矢板等の打抜機械の位置は、水道管から水平距離で 2.0ｍ以上離し、不可能な場合は振動

を緩和する措置をすること。 

    （ウ）杭、矢板等の引抜は埋戻し土が十分締め固まった後、施工することを原則とするが、この引抜

により水道管に危害を及ぼすとサービス協会が判断したときは、杭、矢板等を残置すること。 

  オ 埋戻し 

（ア）水道管付近の埋戻し前には、管の保護状態を確認するために必ず企業団職員と立会うこと。 

 （イ） 水道管の下部及び上部の埋戻しは、すべて良質の砂を用い十分な転圧または水締めを行うこと。 
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その際、特に管防食用の塗覆装に損傷、露出水道管及び防護施設に衝撃を与えないように注意 

すること。 

   （ウ）埋戻しの際、管の吊り防護材は原則として除去すること。 

     なお、取外しの順序、時期などについては企業団職員と協議すること。 

   （エ）給水用のＶＰ管・ＰＰ管などは、切断しやすいので十分に注意すること。 

   カ その他 

   （ア）水道管の移設、切り廻し、管種の変更、一時切断等の防護処置後においても、施工時には管の

安全確保のため企業団職員と立合うこと。 

     （イ）水道管の異常を発見し、または水道管に損傷を与えたときは直ちに企業団へ連絡して企業団職 

員の指示を受けること。 

   （ウ）工事に際して、常に次の点検表により水道管の安全を確かめながら工事を進めること。 
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                        点  検  表 

区 分      点 検 項 目 

準 備 

１ 立会依頼をし、適切な指示を得たか。 

２ 試掘により、管の位置を確認しているか。 

３ 道路に管位置（特に道路取付管）のマークをしているか。 

４ 非常の場合の連絡先は、十分徹底しているか。 

工事中 

５ 管の移動を測定しているか。 

６ 仕切弁、消火栓、空気弁、止水栓は常時使用可能か。 

７ 杭、矢板の打込みは、管の位置を確認して行っているか。 

８ 管に接近してからは、手掘りをしているか。 

９ 土留（矢板工）のすき間からの湧水および土砂の流出はないか。 

１０ 土留（矢板工）背面の路盤沈下はないか。 

１１ 漏水はないか。 

１２ 継手の抜け出しはないか。 

１３ 継手部の移動を確保するために、継手部へ白ペンキのマークをしているか。 

１４ 曲管部、Ｔ字管の防護は完全か。 

１５ 管の吊り、受け防護工は完全か。 

１６ 吊り桁は、覆工桁と共用していないか。 

１７ 吊り材には、所定のものを使用しているか。 

１８ 管と新設埋設物との離隔は適切であるか。 

復 旧 

１９ 吊り材は取り除いてあるか。 

２０ 埋戻しは良質な砂であるか。 

２１ 管の周囲は、十分つき固めているか。 

２２ 仕切弁、消火栓、空気弁、止水栓、鉄蓋などの埋没はないか。 

また、鉄蓋などの位置および方向は正常か。 

 

  ③ 施工後における注意事項 

     工事完了後にはサービス協会の立会を求め、水道管の影響の有無を確認すること。影響がある場

合は、企業団と協議のうえ管種変更等の適切な防護措置を行うこと。 
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 （２）水道管防護基準 

① 水道管の防護を必要とする範囲 

   ア 協議対象 

     水道管が掘削内及び影響範囲内にある場合は、すべて防護の協議対象とする。 

     また、道路工事における路盤改良等で、水道管に異常な荷重をうけるおそれのある場合及びサー

ビス協会が特に必要と認めた場合についても防護の協議対象とする。 

   イ 影響範囲 

影響範囲とは、掘削工事及び建柱、杭等の建て込みによって地盤のゆるみが予想される範囲をい

う。（図－1参照） 

     原則として、掘削工事では掘削底面端における鉛直線に対し 45°の範囲とする。 

   ウ 防護範囲 

     防護範囲とは、土質（Ｎ値）及び工事中の土留工法の種類により、地盤のゆるみが予想される範

囲をいう。（図－１参照） 

     原則として掘削工事では、掘削底面端における鉛直線に対し角度（α°）の範囲とする。角度

（α°）は、防護範囲表を適用する。但し、連続壁は離隔とする。 
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防護範囲表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土質によるＮ値 

 

 

 

 

      注 １ 上記の防護範囲表は、原則として土留（連続壁を除く。）を撤去する場合に適用する。 

        ２ 施工条件、現場状況により土留の残置を指示する場合がある。 

 ② 水道管の防護処置 

   水道管の防護処置は、原則として次の方法を基準とする。（掘削内、防護範囲内共） 

   但し、配水管網等において特に重要な水道管については、別途企業団職員と協議を行うこと。 

  ア ダクタイル鋳鉄管 

  （ア）ＴＳ・ＫＦ・ＵＦ形 

     管が露出し、または露出に近い状態になる場合には、適切な吊り、受け防護をする。この場合、

特に地盤反力、摩擦力に相当する防護処置を行うこと。 

  （イ）Ａ・Ｋ・Ｕ・ＮＳ・ＧＸ形 

     直管部が露出する場合は、適切な吊り、受け防護をする。 

異形管については、水圧による抜け出しの危険性が高いので原則として露出は認めない。 

但し、適切な防護処置を行うことが可能な場合はこの限りではない。 

  イ 鋳鉄管（普通鋳鉄管、高級鋳鉄管） 

    防護を必要とする範囲内にある対象管路の延長が規定値以上ある場合は、移設、切り廻し、各種変

更、一時切断、仕切弁取付等の防護処置を行うこと。 

    なお、規定値以下であってもサービス協会が防護の必要があると認めた場合は防護処置を行うこと。 

    特に異形部については、規定値以下であっても吊り、受け防護などの防護処置を行うことが困難な

場合は、移設、切廻し、一時切断等を行うこと。 

土質区分  

土質の種類 
硬質土 普通土 軟弱土 

土留なし ４５° ４５° ４５° 

軽量鋼矢板 

鋼   矢 
１５° ３０° ４５° 

Ｈ鋼横矢板 １５° ３０° ４５° 

ライナープレート 

シートパイル 
１５° １５° ３０° 

連 続 壁 1.0ｍ 1.0ｍ 1.0ｍ 

土質 硬質土 普通土 軟弱土 

粘性土 １５＜Ｎ ４＜Ｎ≦１５ Ｎ≦４ 

砂、砂質土 ３０＜Ｎ １０＜Ｎ≦３０ Ｎ≦１０ 
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  （ア）管が掘削内に露出する場合（図―２参照） 

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 図－２ ） 

      規定値   Ｌ1＝３．０ｍ≦Ａ 

            Ｌ2＝８．０ｍ≦Ａ＋２Ｂ 

 

  （イ）管が露出せず、防護範囲内にある場合（図－３参照） 
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 ウ 鋼管 

 （ア）鋼管が露出する場合は、適切な吊り、受け防護をする。 

 （イ）鋼管は、腐食防止のため塗覆装されているので掘削、吊り、受け防護及び埋戻しの際、これを損傷

しないこと。 

 エ 石綿管 

   石綿管の強度、継手性能は他の管種と比較して著しく低いので、影響範囲内の石綿管についてはすべ

て管種変更をする。 

 オ 水道配水用ポリエチレン管・ポリエチレン管・ビニル管 

（ア）掘削内に管が露出し、露出延長が 5.0ｍ以上の場合は、移設、仮配管等の防護措置を行うこと。 

    露出延長が 5.0ｍ未満の場合は、吊り、受け防護を行うこと。但し、この場合管のたわみに対して

は管の下端へ十分強度のある添木をあて、特に冬期においては露出部に凍結防止カバーを取り付ける

こと。 

 （イ）掘削外（影響範囲内）に管がある場合は、原則として掘削底面端における鉛直線に対し 15°以内

を防護範囲とし、移設、仮配管等の防護処置を行うこと。但し、15°を超える場合でも管周辺の土

質条件等が特に悪い場合は、影響範囲内の間について同様の防護処置を行うこと。 

 カ 栓弁類 

   栓弁類の露出は原則として認めない。但し、適切な防護処置が施せる場合はこの限りでない。 

   この場合、筺、弁室等を一時撤去し仕切弁、消火栓等に対し、吊り、受け防護及び抜出し防護措置を

行うこと。栓弁類の防護方法については、緊急時に使用するため、支障のない方法を選択するとともに

周辺を常に整理整頓し、位置を明示すること。 

 ③ 工事完了後の復旧 

   管防護のため、移設、切廻し及び一時切断をした水道管は、企業団職員と協議のうえ現状に復旧する

こと。 

④ 水道管と離隔基準（維持管理に必要な離隔） 

 ア 水道管と立体交差するとき 

   水道管と立体交差して布設するときは、上下ともに 30㎝以上の離隔をとること。（図－４参照） 

 

 

 

 

 

                    （ 図－４ ） 
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 イ 水道管と平行して接近するとき 

 （ア）平行して接近する埋設物が人孔等の地下構造物のときは、30㎝以上の離隔をとること。 

 

 

 

 

 

 

（イ）平行して接近する埋設物が管路のときは、水道管の口径により次の離隔をとること。 

   φ400㎜以下のとき    ｔ＝30㎝以上 

   φ500㎜以上のとき    ｔ＝50㎝以上 

 

 

 

 

 

 

  ウ 水道管に接近する杭、矢板打ち工事をするとき 

    水道管の口径により次の離隔をとること。（図－７参照） 

    φ300㎜以下のとき    ｔ＝30㎝以上 

    φ400㎜以上のとき    ｔ＝50㎝以上 

       また水道管に接近する杭、矢板打ち工事は本基準の施工時における注意事項にある試掘の要領で

水道管まで掘り下げ、管を確認のうえ重量物の落下等による損傷防止処置をしてから行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 図－５ ） 

（ 図－６ ） 

 ） 

（ 図－７ ） 
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 エ 離隔が取れないときの防護処置 

   水道管の防護基準を満たすことができない場合は、水道管の移設、切り廻し、一時切断等の防護処置

を行うこと。また移設等ができない場合は、水道管にゴム板（ブタジエンゴム 厚さ 2㎜の 3重巻き）

を取付ける。  
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⑤ 吊り、受け防護基準 

   工事によりやむを得ず掘削内に水道管が露出するときは、工事中は主として吊り防護、工事完了後は

受け防護によって管を防護すること。 

   工法については、工事の規模、水道管の管種、管径により工事ごとに事前協議のうえ図面にて企業団

の了承を得ること。（水道管防護工参考図を参照） 

 ア 吊り防護工 

 （ア）吊り桁は、覆工桁と併用せず単独で設置し、桁の支持は土留杭または単独杭とすること。 

 （イ）吊り具は、形鋼か角材を用い所要の断面を有するボルト（鉄管吊り防護基準表を参照）で、吊り桁

に固定するとともに有効な振れ止め装置を設ける。 

 （ウ）吊り具の間隔は、1.5ｍ以下とすし、張力が均一になるようターンバックル等にて調整できるよう

にすること。また、振れ止め装置は両端及び水道管の口径により次の間隔の設置を原則とする。 

             

φ1000以下  横断方向の場合の間隔は 3.0ｍ以下 

            縦断方向の場合の間隔は 4.0ｍ以下 

 イ 受け防護工 

    吊り防護工の施工箇所を埋戻すときは、原則として受け防護工を行い構造は鉄筋コンクリート製の

床板方式、木製サンドル式等とする。 

   将来とも地中に残るものであることから管の維持管理上支障のない方法とすること。 

⑥ 異形管部の防護基準 

   管路の分岐、曲り、管末及び管径の変化する場所には必ず異形管が使用されている。 

    異形管には水圧により常に抜け出す力（不平均力）が作用している。この力（内圧による不平均表

を参照）は通常、背面の土圧、防護コンクリートまたは特殊押輪等で抵抗している。特に改良型の特

殊押輪は、管に働く土圧と特殊押輪を取り付けた管延長に働く管と土との摩擦力によって抵抗してい

る。このため、工事により異形管付近の土砂や防護コンクリートを取り除くことは非常に危険である。 

    したがって、掘削前には必ず企業団職員と協議を行い、現場の地耐力、管種、継手の種類等を十分

検討し、適切な抜け出し防護処置を行ったうえ施工すること。また、抜け出し防護処置については、

図面及び計算書を提出し企業団の承認を得ること。 
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曲管部防護工参考図 

（単位 ｍｍ） 

 

注）１ 本図は、45°曲管の防護方法である。他の角度も本図に準ずるものとし図面及び計算書を提出の上当局

の承認を得る。 

  ２ ソケット継手の場合、当工事を施工する前に漏水防止用金具を取付ける。 

  ３ Ｄ材については、抜け出し力に対して十分耐える材料を用いる。 

  ４ 常に水圧により抜け出し力が作用しているので施工前に当局と打合せる。 

 

 

 

 （出典元 日本水道協会 水道維持管理指針 2016年版） 

口径 抜け出し力(t) Ａ Ｂ Ｃ（帯鋼１箇所当たり） 

100 0.5 L - 65×65×6 P L - 4.5×50 ボルト φ16×4 

150 1.0 L - 65×65×6 P L - 4.5×50 ボルト φ16×4 

200 1.9 L - 65×65×6 P L - 4.5×50 ボルト φ16×4 

300 4.3 匚 – 6×125×65 P L - 6×70 ボルト φ16×6 

400 7.7 匚 – 6×125×65 P L - 6×70 ボルト φ16×6 

500 12.0 匚 – 6×125×65 P L - 6×70 ボルト φ16×6 

600 17.3 匚 – 9×150×75 P L - 9×100 ボルト φ19×6 

700 23.4 匚 – 9×150×75 P L - 9×100 ボルト φ19×6 

800 30.8 匚 – 9×150×75 P L - 9×100 ボルト φ19×6 

900 38.9 匚 – 10×200×90 P L - 9×100 ボルト φ22×8 

1000 48.0 匚 – 10×200×90 P L - 9×100 ボルト φ22×8 
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※ダクタイル管ＮＳ形及びＧＸ形については、Ａ・Ｋ・Ｕ形と同様とする。 

 

水道配水用 

ポリエチレン管 

 

● ○ ○ 

（ C I P ） 

（ D C I P ） 

ビニル管 
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標準防護形態図  

                   （ 出典元 名古屋市交通局 地下埋設物防護復旧参考図 ） 
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   注）原則として基本形を使用するのもとする。但し、やむを得ない場合はＴｙｐｅ－１及びＴｙｐｅ－２を使用してもよい。 
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横断方向の場合 

     横振固定 φ１５０以下                          φ１５０以下（吊間隔 １.５ｍ以下） 

 

吊り桁限界スパン表 

  （注） １ 横振固定装置は 

         横断方向の場合 － 両端と中間部は 3.00ｍ間隔以下 

         縦断方向の場合 － 両端と中間部は 4.00ｍ間隔以下 

        を原則として取り付ける。 

      ２ 吊りボルト用ナットは 2個以上使用する。 

      ３（ ）内数値は、φ150以下を示す。 

                                                ４ 管のジョイント部は、両側 2箇所吊りを原則とする。 

 吊 り 桁 
限 界 ス パ ン 

縦方向・横方向 

Ｈ－300×300×10×15 ９．００ｍ 
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         横断方向の場合 

     横振固定 φ３００以下                       φ３００以下（吊間隔 １.５ｍ以下） 
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縦断方向の場合 

     横振固定 φ１５０以下、φ３００以下共通 
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縦断方向の場合 

     横振固定 φ１５０以下、φ３００以下共通（吊り間隔） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 


